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１．60年代～70年代中葉：過酷な「公害」の時代
公害企業の責任追及。公害犠牲者・被害者救済。

２．70年代後半～90年代：理念試行の時代
あふれる廃棄物・失われ行く自然に対する

環境運動・自然再生運動から国際的枠組みへ。

循環型社会のルール・生物多様性原則の確立。

３．2000年代～：温暖化対策を中心に世界の環境問題の
包括的・定量的解決の時代

わが国の環境問題の進展と新たな段階

温暖化問題が解決しても化石エネルギーの枯渇は近い

第2次
大戦

世界経済の

高度成長

’97 京都議定書

第１次
石油危機

石油
消費の

爆発

20世紀 21世紀

地球規模気候変動
・石油枯渇

地球規模の経済圏形成

：グローバリゼーション

第2次
大戦

世界経済の

高度成長

’97 京都議定書

第１次
石油危機

石油
消費の

爆発

20世紀 21世紀

地球規模気候変動
・石油枯渇

地球規模の経済圏形成

：グローバリゼーション

現在のGHG濃度は過去40万年間地球が経験していないもの
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2050年までに世界のGHG排出の50％削減(1990年値からの)が必要
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ボストークアイスコアサンプルによる40万年間
のCO2変動と産業革命以降の人為的急増

過去100年 (1906－2005)に
CO2濃度：約80ppm上昇、温度：0.74℃上昇
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原油価格の高騰は国民生活を直撃

http://labaq.com/archives/51041713.html

この100年間の30年毎のステップ

近代技術のフロンティア時代とその終:直線的に形成された近代の見直し了

1866 ジーメンスの発電機 ⇒エジソンらによる電気の時代の開拓
1903 フォード自動車会社設立⇒大量生産・大量消費時代の原型
1935~ 第２次大戦と戦後の高度成長⇒民族自決と成長・国際化
1968 ローマクラブ第1回会合「成長の限界」（1972）

1686 ニュートン力学の完成
1769 Watt 蒸気機関～英産業革命
1866 Siemens 発電機～電気の時代
1968 Club of Rome 第1回会合～｢成長の限界｣
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そもそも産業革命の恩恵はわずか1／6の
人々にしかいきわたっていない

400年間直線的に構築されてきた「近代｣システム再構
築の課題と喫緊の国民的課題解決が合体!

Nature(1999)

生物
多様性
保全

温暖化
対策

燃料高騰
対策 地域再生
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先進国の論理的課題としての80％程度の削減の不可避性
各国平等の権利と義務ベースで世界のCO2排出を1990年水準の半分にする

「地域に根ざした脱温暖化・環境共生社会」領域
横断型の課題の創造的定案と解決方法の実証および定量化

自然および社会におけるカーボンストック・フローマネジメントの重要性

石油依存型技術は制度等社会
的要因を生み出しそれによって守

られている

森林資源は「利用」してはじめて
GHG削減に寄与できる

（中長期的には｢吸収｣だけでは持続的にな
らない）

•林業労働力の再構築
•薪炭林化の促進
（森林による吸収は、利用がな
い限り、最終的には定常状態
になり、吸収と排出がつりあい、
吸収効果を失う。）
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•経済の足があって始めて木材
資源は流通牛間伐材を山から
おろして燃料として利用するこ
とも可能になる
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図 1 各種燃料シナリオの総合効率試算([3]を一部修正)

熱力学第2法則（エネルギー→動力変換の効率)の重要性
(中長期的には脱内燃機関、脱エタノール）

湿地＝Cストック

森林土壌
＝Cストック

林地・湿地の保全は温暖化対策にリンクする

技術変革ー制度改革ー担い手作り の構造的把握の重要性
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「定量的」脱温暖化戦略手法開発と方法への習熟「地域に基づく」手法開発と方法への習熟

社会的要因を含む現実的GHG削減
シナリオ構築と実証が重要

GHG削減物質エネルギーシナリオ：○○t/yr

社会的係数［制度的・経済的実現性/速度］

×

＝

実質削減効果 △△ t/yr

視点(1)：制度不全対策、政治経済手法等を、地域目線から、
現実的実現性を高めるように設計し、実証。

視点(2)：物質エネルギーシナリオ、経済シナリオを、適正技術、
コミュニティの経済外的関与等の視点から設計し実証。

C:GHG ｔ（CO2)/ｙ・人
P:人口 人
W: GHG削減効果ｔ（CO2)/ｙ
添字
A:各種吸収活動、0：基準年、
R：地方、U:都市部
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•CO2増加への社会的慣性力に
対抗して抑制活動を行った場合

•社会ストックを増やした場合
•森林ストックを増やした場合
•土壌ストックを増やした場合 なども
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本領域での研究の正当性の主張の方法論

地域の「眼」の構築：
地域の人々に地域のことが見えること

地域の「脳」の構築：
地域の人々が地域のことを具体的に考え

られること

「見る」とは何か

’サッカード’

「考える」とは何か

地域の「手」の構築：
地域の人々が地域に自ら行動し手入れが

できること

「行動」とは何か
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環境共有者

納税者

議会
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地域ガバナンス再構築は認知科学的課題

地域主体の形成

地域合意の形成

Global Carbon Project-NIES
Urban and Regional Carbon Management Initiative 

低炭素社会づくり行動計画(080729閣議決定)

国内外の動きをリードするプログラムに！

この式はなお学術的に検討中で、あくまでも仮説的なものです。

維持し発展させるべき近代システムの本質
•機械動力に基づく人間の可能性の解放
•科学的な知の蓄積と共有
•職人・匠の技術から科学的伝達性ある技術へ
•土着・血縁・固定組織から自由・民主・可変組織へ
•自由・人権を前提とした人間関係、地域間関係


